
【意見の件数】
　　寄せられた意見の件数 71 件

【対応状況】
　「◎」・・・意見の趣旨を踏まえ、計画案に反映する項目 6 件
　「○」・・・既に意見の趣旨が記載されている項目、または事業を実施する中で 31 件
　　　　　　　既に取り組まれている項目
　「△」・・・施策・事業を実施していく中で検討する項目 16 件
　「□」・・・原案通りとする項目 19 件

番号 意見の趣旨 区の考え方
対応
状況

　Ⅰ　防災共通編

第１部　総則

第１章　計画の方針

1

地区防災計画が制度化されたこともあ
り、地区住民から計画提案があった際
は、本地域防災計画の下位計画として
位置づけられるため、「第３節 計画
の構成」にその旨を記載するととも
に、「第４節 計画の基本的な考え
方」に、各地区が地区住民同士の共助
に基づく具体的な防災活動や災害対応
に関する地区防災計画を定めることと
することが望ましい。

地区防災計画については、地域防災計
画に、地域の方々から計画が提案され
たときは、区と地域が一体となって検
討することを記載しています。区内で
は、避難拠点運営連絡会などの区民防
災組織が、それぞれの地域で地域の特
性に応じた、地区防災計画のねらいに
相応する防災活動が盛んに行われてい
ることから、今回の修正で追記する考
えはありません。

□

第４章　平成29年度修正の概要

2

「第３節 対策の視点」の「視点２
地域防災力の向上」で、区民に対する
啓発活動や支援の充実に加え、活動目
標やゴールを示す実効性の高い「地区
防災計画」の策定を支援することで地
域防災力の向上を図ることが望まし
い。

防災会の中には、地区防災計画に類似
する災害時のマニュアルを独自に策定
している組織があります。一方、区内
９９ある小中学校に組織されている避
難拠点運営連絡会では、災害時にス
ムーズな対応ができるよう、マニュア
ルやチェックリストを拠点ごとに作成
しています。こうした取組を引き続き
支援することにより、地域防災力の向
上を図っていきます。

□

3

「視点４ 情報伝達・広報の強化」に
おいて、計画内容の全体において支援
組織間の情報の共有が重視されている
ことから、多組織間の情報の共有体制
を強化する旨を追記することが望まし
い。

視点４については、住民の安全な避難
を確保するための情報伝達について記
載しております。組織間の情報共有に
ついては、防災本編第1章第2節「情報
の収集と伝達」の中で記載しており、
引き続き、訓練などを通して体制の強
化に努めます。

○

練馬区地域防災計画修正素案に寄せられた
意見の内容と意見に対する区の考え方 別紙１
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番号 意見の趣旨 区の考え方
対応
状況

4

「視点８ 被災者・避難者対策の強
化」において、災害時要援護者名簿の
整備が取り上げられているが、これに
加え、避難行動要支援者の支援対策の
強化を図ることが望ましい。

区では、災害時要援護者名簿の制度が
広く区民に周知され定着していること
から、「避難行動要支援者」と同じ意
味で「災害時要援護者」という用語を
使用しています。

○

第２部　責務と体制

第１章　基本的責務と役割

5

第３款の区民の責務において、区民が
行う防災活動や災害対応への協力につ
いて、地区防災計画として策定を進め
ることが望ましい。

(番号1と同じ)

□

6

第４款の事業者の責務において、地元
の事業者の地域貢献として、行政支援
が届かない被災者の支援に対しては、
地区住民への協力（避難スペースの提
供や人的・物的支援等）を進めること
が望ましい。

災害時、地元の事業者の地域への貢献
は必要です。事業者の責務の中に、そ
うした役割を認識して防災体制の整備
等に努めることを記載しており、これ
を踏まえ、引き続き、事業者による共
助の取組を促進していきます。

○

第２章　災害対策体制

7

第１款の初動活動の流れにおいて、災
害応急対策活動態勢の要件を明確に
し、機械的な判断で態勢移行が実施で
きる方がよい。

災害応急初動活動態勢の要件や移行に
ついては、これまでの経験等を踏ま
え、機械的な判断と状況に応じた判断
により行うこととしています。体制に
ついては、今後も訓練等により検証
し、必要に応じて見直していきます。

○

8

災対本部が設置される庁舎の駐車場は
地下にあるがあまり広くない。警察、
消防、自衛隊等の関係機関や支援の車
がきたときに対応ができるのか検討す
べき。

警察や消防等、防災関係機関の支援活
動については、都立城北中央公園等の
大規模救出活動拠点を中心に展開する
ことから、本庁舎には、連絡調整を行
う等のための、限られた車両が来るも
のと考えられます。支援のために来た
車両の対応については、庁舎周辺の区
立施設の駐車スペースの活用を含め、
今後検討していきます。

△

第３章　広域的な視点からの応急対応力の強化

9

受援に書かれている対応について、理
想ではあるが実際には混乱が必至と思
われる。派遣応援者は地理等が分から
ないため、職員を1名つけなければ動
けないことも多く、両者にとって負担
になるケースがある。
成功した例として①避難所運営のサ
ポート、②戸籍を扱う部署の人を同部
署へ、など、最初から長期化を見据え
て、来る人の役割と機能を決めておく
とよい。

受援については、平成28年度に「練馬
区災害時受援ガイドライン（人的支援
編）」を策定し、受援業務毎に受援を
求める期間や職種、情報共有体制等を
整理しました。今後、ガイドラインに
沿って訓練を行い、業務毎の応援職員
の受入体制を整備していきます。

○

2



番号 意見の趣旨 区の考え方
対応
状況

10

受援機能は、災対各部の情報集約と応
援調整に留まらず、庁内職員・応援職
員双方に対して、状況と応援方針の共
通認識の形成を積極的に行うことが望
ましい。

受援機能における、庁内職員と応援職
員の共通認識の形成については、積極
的に行うことが必要と考えており、
「練馬区災害時受援ガイドライン（人
的支援編）」において、応援職員等と
の情報共有の項目を設けています。

○

11
「ＮＰＯコメリ災害対策センター」と
の協定を検討されたい。

NPO法人コメリ災害対策センターと
は、平成29年8月、協定を締結しまし

○

12

ボランティアのスキルアップのため、
社協だけでなく、ＮＰＯ法人などの民
間組織を活用し、地域との連携を考え
る必要があるのではないか。

現在、社会福祉協議会では、ボラン
ティアのスキルアップのため、防災を
専門にしているNPO法人と協力し「災
害ボランティアコーディネーター育成
講座」等を開催しています。引き続き
地域とのつながりの増進となる取り組
みを行っていきます。

□

13

区の要請をもとに社会福祉協議会が災
害ボランティアセンターを立ち上げ運
営することから、行政と社協間におい
て優先的なボランティアの支援を必要
とする災害要援護者等に関する情報を
共有する旨を記載することが望まし
い。

災害ボランティアセンターの活動内容
として「災対本部（災対福祉部）との
連携による情報の収集および提供」を
する事も記載されています。

○

14

練馬文化センターがボランティアセン
ターになっているが、駐車場が広くな
いと機能しない。南町小の校庭を使う
にしても、あとで直すのが大変。別に
ボランティアセンターをつくるにして
も場所がないのではないかと懸念して
いる。

災害ボランティアセンターを設置する
練馬文化センターが駅直近であること
から、多くの方は、公共交通機関より
来ていただくことを想定しています。
駐車場については、今後の検討課題と
考えています。

△

15

ボランティアセンターは区が設置し、
社会福祉協議会に運営を要請すること
になっており、責任の所在がはっきり
しない。

災害ボランティアセンターは災害時の
円滑なボランティア活動を行うため区
の責任のもとに設置をするものであ
り、区からの要請に基づき社会福祉協
議会が運営を行います。

○

16

ボランティアコーディネーターはどう
いう人を想定しているのか。ＮＰＯ法
人などが、市町村から委託を受けて運
営している事例が見受けられるが、被
災者の要望を把握できているのか疑問
である。また、区民を想定しているの
であれば、区民も被災者になっている
ため、活動できない。

ボランティアコーディネーターは練馬
区社会福祉協議会の職員、他地区の社
会福祉協議会の職員、災害ボランティ
アセンターに集結したボランティアの
方達です。現在、社会福祉協議会で
は、区民向けに「災害ボランティア
コーディネーター育成講座」を通じ
て、災害時の事例研究・災害ボラン
ティアセンター立ち上げ訓練等を行っ
ています。なお、本人や家族の安全を
確認した後、区民がボランティア活動
を行うことは可能と考えています。

□

3



番号 意見の趣旨 区の考え方
対応
状況

17

ボランティアセンターを1箇所でやる
のは無理があるので、数箇所にサテラ
イトセンターをつくった方がよい。ボ
ランティアセンターの運営計画はどの
ようになっているか。

サテライトセンターの設置等について
は、設置の有効性、設置場所、人員体
制等の検討を進めていきます。

△

第３部　基本的な対策

第１章　地域防災力の向上

18

第４款の区民に対する防災教育のう
ち、中高層住宅における災害対策にお
いて、区は、「中高層住宅の防災対策
ガイドブック」の発行と講習会等の実
施により、中高層住宅の実情に即した
対策を進めることとなっているが、
（共-103）「地域防災力の向上」にお
いては、「自助・共助の担い手となる
区民、区民防災組織、町会・自治会等
が連携」といった記載に対しては、町
会・自治会に参加している区民（とく
に戸建て住宅の区民）に加え、マン
ション防災の基本スタンスを「在宅避
難」とした場合、町会・自治会への参
加率が低い集合住宅防災（いわゆる
「マンション防災」）の地域との連携
が必要である。

現時点においては、地域の区民防災組
織がマンションなどの集合住宅と連携
しながら活動を行っている事例は少な
い状況です。地域の防災力向上という
観点からみれば、地域での「共助」が
重要です。
今後は、両者が連携して防災活動を行
うよう働きかけていくとともに、防災
カレッジなどの機会を活用し、地域全
体の連携強化に努めていきます。 △

19

第２款の区民防災組織の設置と育成に
加え、区が行う防災意識の啓発や教
育・指導を受けた地区住民は、共助の
防災活動や災害対応を自ら地区防災計
画として定めることをすすめる。

（番号1と同じ）

□

20

第５款のハザードマップ等の整備や情
報掲載に加え、これらのハザードマッ
プを下敷きに、個別地区の災害時の注
意箇所や役に立つ資源、安全な避難経
路を示した防災マップの作成を推奨す
ることが望ましい。

地域においては、個別に防災マップを
作成し、住民へ配布している組織があ
ります。一方で日常的な防災活動の中
で、地域の防災資源や危険箇所等を把
握するために「DIG（Disaster
Imagination Game）」という図上訓練
を行い、その中で地域の防災マップ作
成に取り組んでおります。

○

21

第７款の児童・生徒の防災教育におい
ては、教育委員会を軸にした出前防災
授業に加えて、地域と学校が協力し、
地区防災組織の活動上に得られた地域
防災上の課題や対策に関する情報を防
災教育に活用し、より地域化された防
災教育を進めることが望ましい。

学校主催の防災訓練や避難拠点訓練に
おいては、区・学校・地域が連携し
て、学校生徒・児童へは防災教育を、
また地域の方々へは、防災意識の普及
活動を行っています。 ○

4



番号 意見の趣旨 区の考え方
対応
状況

22

第９款の防災訓練計画の策定において
は、実施を中心にした各訓練計画では
なく、実施後の課題を整理し改善して
いくことができるよう、ＰＤＣＡを考
慮した訓練計画の作成と実施が望まし
い。

避難拠点運営連絡会や防災会では、訓
練実施後にメンバー間で課題等を共有
する機会を設け、次回の活動につなげ
ています。引き続き、課題や改善点を
踏まえ、日頃よりＰＤＣＡを意識した
活動ができるよう、働きかけてまいり
ます。

○

第２章　災害に強い安全・安心なまちづくり

23

自主防災組織に、軽可搬ポンプやスタ
ンドパイプを配置しているが、希望に
よる配置ではなく、木密地域など危険
性の高い地域へ優先して配置するな
ど、計画的に行うべきではないか。

発災時に速やかに初期消火をするため
には、軽可搬ポンプなどの資器材を適
切に操作できる人材が必要です。この
ことから、発災時に地域の初期消火等
を担う防災会などの区民防災組織の意
向を確認しながら、初期消火用資器材
を木造の住宅が密集している地域など
も含め、区内に配備しています。

○

24

スタンドパイプの保管場所は、消火栓
の近くにするなど、自主防災組織の
方々が自主的に活動できるような体制
づくりが必要ではないか。

区民防災組織に配備しているスタンド
パイプは、地域の防災資器材格納庫な
ど、区民防災組織が希望する場所に保
管してあります。災害時はその場所を
拠点に自主的に防災会等が活動するこ
とになっております。

○

　Ⅱ　防災本編

第１章　情報収集・伝達・広報

25

本章全般に、「情報」（コンテンツ）
と「通信」（メディア）が明確に区別
されていないように見受けられる。
「情報」が「連絡」のことを指してい
るように読める箇所が散見される。

情報や通信等の言葉の使い方について
は、精査して記載を見直します。

◎

26

災害時のＦＭ放送について、インター
ネット上にも流して欲しい。

災害時のＦＭラジオ放送における、イ
ンターネットラジオの活用やインター
ネットラジオ放送局との協定等につい
ては、今後検討していきます。

△

27

本編５ページの無線通信連絡体制の中
に練馬区で災害時のＦＭ放送をやるこ
とについて検討して欲しい。

ＦＭラジオ放送については、地域防災
計画の中で災害時の広報体制を強化す
るための活用について検討することと
しています。臨時災害ＦＭ放送の実施
に向けて、放送機材を導入し、現在、
定期的な放送訓練の実施および災害発
生時の長期間運用のための体制整備を
進めています。

○

28

ＭＣＡ無線の輻輳等による利用不可状
況を想定し、代替手段も検討すること
が望ましい。

MCA無線については、東日本大震災等
でも安定稼働した実績を踏まえ、災害
時の電話回線の輻輳に備え導入してい
ます。MCA無線が利用不可能な状況の
想定については、今後、検討していき
ます。

△

5



番号 意見の趣旨 区の考え方
対応
状況

29

第２款の情報の収集と伝達において、
通信に関する通信手段、収集できる情
報については定義されており、それら
を使って「情報連絡する」と記載され
ているが、情報配信の「形」「手段」
「対象」「タイミング」についても記
載することが望ましい。

情報配信については、第4節広報体制
において、広報の基本方針や広報手段
の例等を記載しています。状況に応じ
て、被害状況等を区民の皆様に的確に
周知していくため、今後も情報発信訓
練等を行っていきます。記載内容につ
いては、訓練の結果等を踏まえ、必要
に応じて検証していきます。

△

30

災害時に円滑に理想通りの情報収集、
配信を行うためには、計画に記載され
ている気象情報だけでなく、災害累計
とタイムライン毎に、収集する情報の
幅や品質、通知文例や配信タイミング
などをあらかじめ検討し、（避難勧告
のガイドラインに加え）ガイドライン
を整備しておくことが望ましい。

防災本編 第1章 第3節 第1款(本-16）
にあるとおり、練馬区地域防災計画に
記載している「災害の種類別の判断基
準」については、「避難勧告等に関す
るガイドライン平成29年1月」を参考
に記載しています。通知文例等につい
ては、マニュアル等に整備していきま
す。

○

31

情報の収集・配信手段は日進月歩で変
容していくため、それらに対して常に
リサーチしておくことも、計画に載せ
ておいた方がよい。

これまで、情報の収集・配信手段につ
いては、SNSを導入する等、ICT技術の
進展等を踏まえ、充実を進めてきまし
た。情報の収集等はもとより防災対策
全般について、最新の施策や技術等を
リサーチし、必要に応じて対応してい
くことが求められるため、追記する考
えはありません。

□

32

第２款の情報の収集と伝達において、
気象情報の詳細だけが長々と掲載され
ているのは、不自然に感じられてい
る。他の情報はどのように取り扱われ
るのか検討することが望まれる。

気象庁等から、リアルタイムで入手で
きる防災気象情報等については、迅速
かつ的確な災害対策を実施するために
は不可欠であることから記載していま
す。今回の修正でも浸水害に関する情
報を追記しました。今後も、必要に応
じて記載内容の検討をしていきます。

△

33

第３款の防災機関相互の情報通信連絡
体制の整備において、国、防災関係機
関との情報共有をＤＩＳ端末の貸与で
行うのではなく、各防災関係機関が持
つそれぞれのシステムと直接の情報共
有が可能となるようにする方がよい。
また、記載されている組織以外にも多
くの組織があり、これらとの共有をど
のように行うのか検討が必要である。

各防災関係機関が持つそれぞれのシス
テムで直接共有できることは望ましい
と考えますが、国や都等と連携した取
組が不可欠であり、現段階では困難で
す。情報の共有については、基本的に
は電話・ＦＡＸ・メールが基本であ
り、これらが使用できない場合にはＤ
ＩＳ端末等の使用可能な手段を使いま
す。

□

34

第４款の情報拠点校の設置・運営にお
いて、情報拠点校からＤＩＳに情報を
登録できるようにする方がよい。ま
た、各避難所からＤＩＳに情報を登録
するようにし、情報集約はＤＩＳが行
うようにする方がよい。

ＤＩＳについては、現在、東京都に被
害状況等を報告するために使用してい
ます。各避難拠点からICTを使用した
情報集約については、今後、ＤＩＳの
活用も含め、検討していきます。

△

6
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35

第４款の情報拠点校の設置・運営にお
いて、避難拠点を情報拠点にする発想
は理解できるが、現実的に運用できる
かはかなり疑問がある。防災計画に記
載される必要はないが、地区防災組織
との連携等を含めた実効性のある標準
作業手順（ＳＯＰ）が策定されている
ことが重要であると思われる。特に
「災対本部からの連絡・指示を必要に
応じグループ内の避難拠点に伝達す
る」という役割は非常に高度な判断を
要求されるもので、実効性を訓練等に
より検証すべきである。

これまで、情報拠点校の訓練について
は、初動対応の実効性を高めるため、
災害情報を円滑に集約し、災対本部に
伝達することを中心に実施してきまし
た。今後、災対本部からの連絡・指示
を必要に応じ、グループ内の避難拠点
に伝達する訓練についても、実施に向
けて検討していきます。 △

第２章　医療救護等対策

36

医療救護所は区内に10か所あるが、少
なくとも１ｋｍ圏内に１か所配置する
など、距離的なバランスを考慮する必
要があるのではないか。

発災直後から、傷病者が病院に殺到す
ることが考えられます。重傷者等に対
応する災害拠点病院等と軽症者に対応
する医療救護所等が役割を分担して治
療を行います。そのため、医療機関と
医療救護所間の傷病者の移動も考慮
し、災害時医療機関に近接する学校に
医療救護所を配置しています。軽症者
への治療は、医療救護所だけではな
く、区内11か所の災害医療支援医療機
関と地域の各診療所においても行うこ
とにより、地域バランスに配慮してい
ます。

○

第４章　物流・備蓄・輸送対策

37

備蓄については、都の被害想定の１割
増しの量ということだが、それでも少
ないと考える。目標は、11万８千人分
だということだが、具体的な計画はあ
るのか。

食料等の備蓄を、今後、増量していく
ことについては、平成30年3月策定予
定の、区の主要な事業の年度別計画で
ある「みどりの風吹くまちビジョンア
クションプラン」にも位置づけ、平成
30年度から計画的に増量していく予定
です。

◎

38

災害時のトイレ問題は重要である。過
去の地震では、エコノミークラス症候
群になった方の約８割は女性だった。
数を増やすのはもちろん、女性でも安
心して使用できる組み立て式トイレが
必要である。

組立トイレは鍵のあるものとし、なる
べく明るい場所に設置するなど工夫し
ています。平成30年3月策定予定の、
区の主要な事業の年度計画である「み
どりの風吹くまちビジョンアクション
プラン」にも位置づけ、平成30年度か
ら計画的に各避難拠点に備蓄している
組立トイレの1基をパネルタイプに入
れ替えていく予定です。

◎

7
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39

食料等の備蓄については、帰宅困難
者、高層マンション居住者、観光客な
どまだ足りない印象がある。できれば
避難者の特性にあわせた食料等の備蓄
をお願いしたい。

区の備蓄については、帰宅困難者の特
性を踏まえ、クラッカーや簡易寝袋な
ど工夫しています。帰宅困難者につい
ては、東京都などとも連携し、事業所
や個人の備蓄を啓発していきます。ま
た、高層マンションにお住いの方をは
じめ、区民の皆様には、引き続き、自
助の取り組みとして食料等の備蓄を啓
発していきます。

○

40

避難者が多く集まる発災当初は、でき
るだけ避難者を分散させる形を検討で
きないか。そのため、下記の場所に備
蓄倉庫を設置することを提案する。
高層マンション：避難拠点に行くので
はなく、避難できそうな施設を検討し
て指定。（例えば、大泉学園駅であれ
ばゆめりあホールなど）
幼稚園、保育園：そのまま避難所にす
る。保護者も安心でき、園児も慣れた
場所で安心して過ごせる。備蓄は、
個々の家庭で子どもの好きなものを2
～3日程度置いておき、そのうえで飲
料水や子どもに必要なものを揃える。
ぴよぴよ等子育て施設：利用者や近隣
の妊婦さんの避難所として使えるよう
に備蓄を含めて検討を要望する。
特別支援施設：利用者がそのまま避難
所としていられるように、保護者の方
と備蓄について検討されるようお願い
する。
デイサービスセンター：発災直後、利
用者・家族の避難所としての機能も検
討されたい。

災害時に、食料等を被災者に対して迅
速に提供するため、各避難拠点に物資
を備蓄している他、区内17か所の防災
備蓄倉庫等にも物資を備蓄していま
す。原則、避難拠点を除く区立施設に
ついては、区民の皆様が自主的に避難
した場合、一時的に受入れることにし
ています。避難生活が必要な場合は、
状況が落ち着いた段階で、粉ミルク等
の備蓄や妊産婦への配慮等、体制が
整っている避難拠点に移っていただく
こととしています。避難拠点以外の区
立施設については、避難拠点に、避難
者が想定以上に避難した場合等、状況
に応じて開設する施設であるため、避
難者用の物資を避難拠点以外の区立施
設に分散して備蓄する考えはありませ
ん。

□

41

避難者が予想以上の場合や、長期避難
を考慮し、高齢者のためのおむつや簡
易便器、また、簡易トイレを多めに備
蓄する必要がある。

災害時に、避難者に提供する物資につ
いては、被害想定等を踏まえ、備蓄と
調達により対応することとしていま
す。区では、高齢者のニーズを踏ま
え、大人用のおむつや洋式の組立トイ
レを備蓄しており、洋式の組立トイレ
については、今後、備蓄を増やす予定
です。

○

42

区内全域被災を想定し、分散備蓄を推
進することが望ましい。

備蓄については、避難拠点である99の
区立小中学校に分散する方式をとって
います。また、区内17か所の防災備蓄
倉庫等でも備蓄しており、避難拠点で
物資が不足した場合は、輸送すること
としています。

○

8
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43

路面下空洞調査については、単に調査
の実施を明記するだけでなく、対策も
併せて明記することを提案する。

平時における陥没事故はもとより、災
害時消防活動の妨げとなる道路陥没を
防ぐため、障害物除去路線および第1
順位～第3 順位等の施設周辺の緊急
ルートにおいて路面下空洞調査を実施
する。陥没危険度の高いものから順次
補修を行い、災害時に備え道路機能の
確保に努める。
また、発災時通行可能道路のない地域
についても、消防活動路が確保される
よう空洞調査を実施し、陥没を未然に
防ぐことを記載することを提案する。

路面下空洞調査については、調査結果
を踏まえ、必要な補修を行う旨を追記
します。

区では、道路陥没の原因となる、桝
（汚水・雨水）の取付管の管割れを防
止するため、道路工事にあわせて陶製
管から硬質塩化ビニル管に取り替える
事業を行っています。その上で、防災
上重要な路線については路面下空洞調
査を行い、必要な補修を行うこととし
ています。なお、対象路線（緊急輸送
道路のうち区道）以外の路線について
は、路面下空洞調査の結果を踏まえ検
討していきます。

◎

△

44

総合体育館は、半地下でエレベーター
が無く、フォークリフトが入らないと
聞いたことがある。改築できればよい
が、より使いやすい形を検討して欲し
い。

総合体育館については、改築に向けた
検討を進めています。その中で災害時
の物流拠点として望ましい機能につい
ても検討していきます。 △

45

輸送拠点は、地域的にある程度分散し
ていた方がよいことから、「べじふる
センター練馬」も候補地として検討さ
れたい。

地域内輸送拠点については、今回の修
正において総合体育館の被災や大量の
物資の受入れに備えて、総合体育館と
ともに光が丘体育も指定します。ま
た、都立高校等を救援物資集積所とし
ており、地域内輸送拠点に集積が困難
な場合に使用するものとしています。
輸送拠点の分散等、将来的な輸送拠点
のあり方については、物資をスムーズ
に輸送する仕組みづくりを進めていく
中で検討していきます。

△

46

まだ協定を結んでいなければ、赤帽、
日本郵便、ヤマト運輸と協定を結んで
はどうか（それぞれ強いエリアや特徴
等があると思うので）。
東日本大震災において、仕分けをヤマ
ト運輸に任せることで「配送」も非常
にスムーズになったので、積極的に検
討して欲しい。

東日本大震災等の災害時の輸送に関し
て、行政では人員やノウハウ面で限界
があったことから、平成28年、一般社
団法人東京都トラック協会練馬支部
と、災害時、支部が物資の輸送に加
え、地域内輸送拠点での在庫把握や搬
出入を担っていただく協定を締結しま
した。また、赤帽とも協定を既に締結
しているところです。協定先の拡大に
ついては、今後物資をスムーズに輸送
する仕組みづくりを進めていく中で、
検討していきます。

○

47

物流拠点として一番安全で大量に保管
できる場所は、陸上自衛隊練馬駐屯地
である。区がかけあって利用させても
らってはいかがか。

災害時、陸上自衛隊練馬駐屯地につい
ては、全国からの応援を受入れ、都内
全体での応急対策活動を展開すること
が想定されています。自衛隊が、救出
救助活動を円滑に展開するため、区の
物流拠点については、駐屯地以外を指
定し、必要に応じて、自衛隊の支援を
求めることが望ましいと考えていま
す。

□

9
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48

広域大規模災害を想定し、全ての協定
団体の協力が得られない場合の物流体
制を検討する事が望ましい。

甚大な被害により、物資の輸送を担う
協定団体から協力が得られるまで時間
を要する場合等、様々な状況を想定し
た検討を行うことは重要と考えます。
今後、物資をスムーズに輸送する仕組
みづくりを進める中で、検討していき
ます。

△

第５章　被災者・避難者対策

49

第３款の避難誘導において、防災会の
役割として災害時要援護者名簿を活用
することとなっているが、「避難行動
要支援者」の名簿作成と活用に関する
旨を記載した方が良い。

区では、災害時要援護者名簿の制度が
広く区民に周知され定着していること
から、「避難行動要支援者」と同じ意
味で「災害時要援護者」という用語を
使用しています。

○

50

一時避難場所は、場所の提供のみで備
蓄は無いとのことだが、水やトイレな
ど最低限の備蓄は必要ではないか。

一時避難場所は、原則、避難拠点を除
く区立施設について、区民の皆様が自
主的に避難した場合には、一時的に受
入れ、状況が落ち着いた段階で帰宅い
ただくか、避難拠点に移っていただく
考えの施設です。避難者のための備蓄
については、避難拠点で行っているた
め、現段階で、一時避難場所に備蓄を
行う考えはありません。

□

51

一時避難場所と避難拠点を明確に区別
しているが、住民はどっちに行けばい
いかわからないので整理して記述して
ほしい。

一時避難場所については、原則、避難
拠点を除く区立施設について、区民の
皆様が自主的に避難した場合には、一
時的に受入れることとし、その考えを
整理したものです。避難については、
最寄りの避難拠点にとの考えは変わら
ないので、わかりやすく記載を見直し
ます。

◎

52

第５款の臨時的避難所の位置づけにお
いて、災対本部の要請に基づいて区立
施設を開設することとなっているが、
地区防災会等の区民が日ごろからの避
難対策を検討した結果から出される、
指定外のいっとき避難場所や避難拠点
等においても、続く第６款の避難拠点
以外の避難者情報の把握のためにも、
（地区防災計画に記載するなど）事前
にその状況を把握し臨時的避難所とし
て検討する旨を記載した方がよい。

区では、近くの99の避難拠点どこに避
難してもよいと案内をしています。一
時避難場所については、発災直後に区
民が避難してきたら受入れるとしてい
ます。そのうえで、想定より多く避難
拠点や一時避難場所に避難した場合に
臨時的避難所の開設を検討します。 □

53

熊本地震において、車中泊避難の課題
の側面ばかりが強調されたが、有効な
場面も多く存在したため、一律に車中
泊避難を控えるよう周知することは望
ましくないのではないか。

車中泊が発生した熊本と練馬区では、
自動車の駐車スペースの状況など、地
域の実情が異なります。当区の課題を
踏まえ、控えるよう周知するのは、自
動車を使って避難することです。やむ
をえず自宅の敷地内などで車中泊避難
をする場合は、この周知の対象と考え
ていません。

○

10
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54

第３款の災害時要援護者の避難支援等
の計画において、災害時要援護者名簿
の共有及び配備については、第４款に
記載されている災害ボランティア等の
力を集結した要援護者の安否確認を行
う必要があることからも、平時からの
地域福祉の業務と災害時のボランティ
アセンターの運営を担っている社会福
祉協議会との名簿共有が求められる。

第４款に記載の災害ボランティアは、
区で設けている事前登録制の「練馬区
災害ボランティア」等を想定していま
す。また、社会福祉協議会は、区の要
請により災害ボランティアセンターを
設置・運営しますが、直接、安否確認
を実施する機関ではないため、名簿の
提供先としておりません。

□

55

福祉避難所には普段からの利用者以外
に何人くらい受入れることができる
か。また、39か所の福祉避難所で想定
人数の何％を受入れることができるの
か。

福祉避難所の対象は、必ずしも、その
施設の利用者を想定しているものでは
なく、避難拠点で避難生活を送ること
が困難な方です。39か所の福祉避難所
では、1,600人程度の受け入れを想定
しています。

□

56

福祉避難所について、一般の避難所と
比べて何をどのように配慮して整備し
ていくのかがわかりにくい。障害者の
場合、障害の種別により配慮の内容が
変わってくるため、それに応じた対応
が必要になる。施設ごとに、高齢者、
身体障害者、精神障害者など、対象者
を明示するべきである。また、福祉避
難所の利用希望者を予め登録し、発災
時に自分がどこに避難すればよいのか
周知する必要がある。福祉避難所の運
営責任者を事前に複数名決めておき、
日ごろの準備から携わるようにする必
要がある。

福祉避難所は、だれでもトイレ等が整
備されている区内の障害福祉施設や高
齢者施設を対象に協定を締結していま
す。また、乾燥かゆ等の要援護者利用
食を備蓄物資として配備しています。
また、対象者（高齢者・障害者）の別
に応じた福祉避難所のあり方について
は、今後の検討課題と考えています。
一方で、福祉避難所の利用希望者の登
録については、施設の被害状況等によ
り開設の可否が判断されることから、
予め登録することは困難と考えていま
す。なお、福祉避難所の運営責任者に
ついては、各施設において定めていま
す。

△

57

介護サービス事業者連絡協議会および
障害者福祉サービス事業者連絡会との
協定に基き、サービス事業者が行う利
用者の安否確認は、民生委員などが行
う要援護者の安否確認とどのうように
関わってくるのか。

協定に基づく安否確認は、各サービス
事業者が、その利用者を対象に行うも
ので、民生委員等が行う災害時要援護
者名簿による安否確認と同時に実施す
るものです。災害時は安否確認を担う
人自身も被災者となります。そのた
め、少しでも確認漏れを減らすため
に、複層的に安否確認をする仕組みが
必要と考え、各サービス事業者の団体
と協定を締結しました。

□

58

介護サービス事業者および障害者福祉
サービス事業者との協定について、ど
のような事業者が協定団体として入っ
ていいるのか。

練馬区介護サービス事業者連絡協議会
は、区内に介護サービス事業所を有す
る介護保険法に基づく事業者を中心に
発足した団体です。また、練馬区障害
福祉サービス事業者連絡会は、区内に
事業所を有する障害者総合支援法に基
づく事業者を中心に発足した団体で
す。

□

11
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59

介護サービス事業者連絡協議会等によ
る災害時要援護者の安否確認の充実に
ついて、書かれている表現を読むと、
サービスを受けている人は別扱いのよ
うに混乱しかねないので、表現をはっ
きりして欲しい。

避難拠点を活用した安否確認は、民生
委員等が避難拠点に参集し、災害時要
援護者名簿を使用して実施するもので
す。一方、協定に基づく安否確認は、
各サービス事業者が、その利用者を対
象に行うものです。この２つの安否確
認は実施者が異なるため、並行して実
施されます。

◎

60

第２款の避難拠点、第４款の避難道
路、第５款の避難拠点の運営におい
て、運営の中心となる地区住民と学校
が協力した運営マニュアルの整備に加
え、避難拠点が被災した際の代替避難
拠点や、避難拠点までの安全なルート
などの検討とその情報を掲載した避難
マップの作成と地区住民への周知が望
ましい。

区内に９９ある避難拠点は、区・学
校・地域住民の三者で構成・運営され
ており、災害時にスムーズな対応がで
きるよう、日頃よりマニュアルや
チェックリストの検討、また代替避難
拠点や地域の危険個所などについて
も、日頃より話し合いを行っておりま
す。引き続き、取組を支援していきま
す。

○

61

避難所について、熊本の教訓として、
プライバシーのない避難所、子どもや
ペットがいるため避難所に行かない、
泥棒対策等のため避難所に行けないな
どがあった。災害時要支援者が、それ
ぞれ安心して避難できるように検討し
て欲しい。

各避難拠点においては、過去の震災の
教訓等を踏まえ、避難されてきた方へ
の様々な配慮や、多様なニーズに対応
できるようルールを定めています。
引き続き訓練等を行い、避難者に適切
に対応できるよう取り組んでいきま
す。

○

62

「要配慮者」といった用語が記載され
ているが、前章の「災害時要援護者」
といった用語との区別を明記した方が
よい。

第４節「避難生活における環境の確
保」においては、避難生活における配
慮が必要な方として「要配慮者」とい
う用語を使用しています。「災害時要
援護者」は、自力で避難することが難
しく支援を必要とする方です。第2節
第1款「災害時要援護者とは」と第4節
第1款「支援体制の整備」にそれぞれ
記載しています。

□

第６章　区民生活の早期再建

63

帰宅困難者は駅に集中することもあ
り、練馬区内の各公共交通担当者や駅
員に対して帰宅困難者に対する（区民
の避難拠点ではなく）帰宅支援ステー
ション等への案内を徹底することが望
ましい。

災害時における、帰宅困難者に対す
る、帰宅支援ステーションへの案内に
ついては、地域の避難者も同時に受入
れる避難拠点が、帰宅困難者の受入に
よって過度の負担を生じさせないため
にも重要です。引き続き、鉄道事業者
等、防災関係機関と連携して、対策に
取り組んでいきます。

○

12
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64

第４款のがれき処理において、災害ボ
ランティアの支援による自宅内のがれ
きを地区別に集めるスペースの（行政
回収の地区拠点）確保、思い出の品や
リサイクル品などの分類に関する情報
を、平時から地域住民へ周知・啓発す
ることが望ましい。

現在、がれき等の災害廃棄物を迅速か
つ適正に処理するため、「災害廃棄物
処理に係る基本的な考え方」の策定を
進めています。策定後はこの考え方を
もとに、災害廃棄物の分別方法や排出
方法等について区民へ周知・啓発を進
めてまいります。 △

65

第１款の応急仮設住宅の供給におい
て、首都直下地震のような広域・巨大
地震が発生した際は、地域外への疎開
避難も考えられるため、応急仮設住宅
の建設に加え、みなし仮設住宅・区外
のみなし仮設住宅の入居制度と、入居
者の情報管理（生活再建支援への活
用）が求められる。

みなし仮設住宅については、東京都が
供給主体となります。区では、民間賃
貸住宅の借上げに関する手続や情報提
供等が円滑に進むよう、平時より不動
産関係団体との関係づくりに取り組み
ます。また、災害時には、区外のみな
し仮設住宅も含む応急仮設住宅の確保
について、区内の被災状況を踏まえて
東京都へ要請します。入居者の情報管
理については、住家被害認定や罹災証
明書の発行、被災者生活再建支援の一
連の流れで管理し、活用していきま
す。

○

　その他

66

突発的な地震と、南海トラフ地震のよ
うにある程度予測できる地震がある。
共通的な内容は割愛して、地域防災計
画の分量を少し減らすべきではない
か。

地域防災計画の分量を減らすため、重
複する内容は準用による記載に努めて
います。今後の計画の修正においても
留意していきます。

○

67

区民が関心を持って参加できるような
訓練を区が主導して行う必要があるの
ではないか。また、地域の方々が関心
を持てるような情報発信を積極的に行
うべきではないか。

区では、水防訓練の開催や各避難拠点
で行う訓練を積極的に行っています。
この他、防災フェスタ、防災講演会な
ど多くの区民が参加できる防災イベン
トを毎年開催しています。これらのイ
ベントでは、防災関係機関にもご協力
いただき、さまざまな形で、区民の防
災意識啓発を図っています。また地域
においては、防災会などの自主防災組
織が日頃より主体的かつ実践的な防災
訓練を実施しており、区は側面支援を
しています。区報や区ホームページで
は、防災に関する情報の提供、また地
域の防災訓練の予定や様子を掲載する
など、区民への情報発信を行っており
ます。引き続き、区民に分かりやすい
情報提供に努めていきます。

○

13
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68

区立小中学校に設置されている避難拠
点は、地域ごとに活動しており、さら
に力をつけていかなければならないと
考える。そのためには、リーダーの育
成が必要である。

災害時、避難拠点でのリーダーとなる
人材を育成することは重要と考えてお
り、区は、ねりま防災カレッジにおい
て区民防災組織向けカリキュラムを実
施する等、人材の育成に取り組んでい
ます。引き続き、災害時に必要となる
知識やスキルを習得したリーダーの育
成に取り組んでいきます。

○

69

家庭での備蓄について、区民にもっと
ＰＲをすべきではないか？

区では、家庭での備蓄について、ホー
ムページや防災の手引への掲載のほ
か、防災カレッジ等で啓発に努めてい
ます。また防災用品のあっせんも行っ
ています。引き続き、さまざまな機会
をとらえ、周知していきます。

○

70

現行の地域防災計画は、ボリュームが
ありすぎる。もう少し分量を減らせな
いか。また、表記に「迅速に」や「適
切に」という形容詞が多い。

地域防災計画については、災対各部の
マニュアルや業務継続計画等の各種計
画を別途作成し、精査したうえで現在
の分量になっています。また、迅速に
等の形容詞については、行為の速さ等
が分かるように記載しています。申請
や届出をする場合、直ちに・速やか
に・遅滞なくを、どの程度の速さで行
えばよいか使い分けています。地域防
災計画においても、形容詞について
は、必要に応じて使用します。

□

71

ミサイルやＪアラートのことも地域防
災計画に入れてもらいたい。

Jアラートについては、地震や水害時
等で活用されるため地域防災計画に記
載しています。一方で、弾道ミサイル
攻撃等の武力攻撃事態の際の対応につ
いては、練馬区国民保護計画の中に記
載しているため、追記する考えはあり
ません。

□

14


